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宮城県 （気仙沼市、南三陸町、石巻市、女川町、東松島市） 位置図
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東松島市

１－１ 東日本大震災の概要

１ 地震の概況等

（1）地震名 平成23年(2011年)東北地方太平洋沖地震
（2）発生日時 平成23年3月11日（金）14時46分

陸沖 緯 度 東経 度（3）発生場所 三陸沖（北緯38.1度，東経142.5度） ※牡鹿半島の東約130km

（4）震源の深さ 24km
（5）規模 マグニチュード9.0
（6）最大震度 震度7（栗原市）

津波 津波 高さ

【浸水面積】

県内の浸水面積は
327ｋ㎡

（7）津波 津波の高さ：
7.2m（仙台港） （平成23年4月5日気象庁発表）

8.6m以上（石巻市鮎川） （平成23年6月3日気象庁発表）

※参考：津波最大遡上高（宮城県土木部津波の痕跡調査結果）
南 陸町志津川 女川町

327ｋ㎡
※6県62市町村の浸
水面積合計561k㎡の
約６割に相当

南三陸町志津川 20.2m 女川町 34.7m
南三陸町歌津 26.1m

２ 宮城県内の被害の状況等 〔平成25年2月28日現在〕

（1）人的被害（継続調査中）
死者（関連死を含む。）10,427人 行方不明者 1,302人
重 傷 504人 軽 傷 3 611人重 傷 504人 軽 傷 3,611人

（2）住家・非住家被害（継続調査中）
全 壊 85,259棟 半 壊 152,875棟
一部損壊 224 050棟部損壊 224,050棟
床下浸水 15,036棟 非住家被害 28,930棟

－宮城県資料－
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１－２ これまでの主な動き

【平成２３年】 ３月 ２日 復興交付金の交付可能額通知（第１回）【平成２３年】

３月１１日 東日本大震災発災

・緊急災害対策本部発足

３月１７日 被災者生活支援特別対策本部（支援チ ム）設置

３月 ２日 復興交付金の交付可能額通知（第１回）

３月 ５日 東日本大震災事業者再生支援機構業務開始

４月 ５日 平成２４年度予算成立（復興経費 3兆7754億円）

４月 ６日 平成２４年度復興庁一括計上予算の配分３月１７日 被災者生活支援特別対策本部（支援チーム）設置

５月 ２日 東日本大震災財特法成立

第１次補正予算成立（復興経費 4兆153億円）

６月２４日 復興基本法施行

４月 ６日 平成２４年度復興庁一括計上予算の配分
（箇所付け）について公表（2779億円）

５月２５日 復興交付金の交付可能額通知（第２回）

８月 ５日 岩沼市玉浦西地区で「防災集団移転促進事業」６月２４日 復興基本法施行

６月２５日 東日本大震災復興構想会議「復興への提言」提出

６月２８日 東日本大震災復興対策本部（第１回）開催

７月２５日 第２次補正予算成立（復興経費 1兆9988億円）

８月 ５日 岩沼市玉浦西地区で 防災集団移転促進事業」

起工（被災地で第１号）

８月 ７日 宮城県における国と地方の協議会開催

８月２４日 復興交付金の交付可能額通知（第３回）７月２５日 第２次補正予算成立（復興経費 1兆9988億円）

７月２９日 「復興基本方針」策定

１１月２１日 第３次補正予算成立（復興経費 11兆7335億円）

１１月２６日 宮城県内の応急仮設住宅完成（ 団地 戸）

８月２４日 復興交付金の交付可能額通知（第３回）

１１月３０日 復興交付金の交付可能額通知（第４回）

１１月２８日 地域復興マッチング「結の場」を石巻市で開催

１１月３０日 復興交付金の交付可能額通知（第４回）１１月２６日 宮城県内の応急仮設住宅完成（406団地22,095戸）

１１月３０日 復興財源確保法成立

１２月 ７日 復興特別区域法成立

月 日 復興庁設置法成立

１１月３０日 復興交付金の交付可能額通知（第４回）

【平成２５年】

１月２９日 復旧・復興の規模と財源の見直し

・１９兆円を２５兆円に見直し
１２月 ９日 復興庁設置法成立

【平成２４年】

２月 ９日 宮城県３４市町村申請の復興推進計画認定

（認定第 号）

１９兆円を２５兆円に見直し

気仙沼ブロック小泉地区焼却施設稼働式

・宮城県内の焼却炉全２９基全て完成

２月１３日 地域復興マッチング「結の場」を気仙沼市で開催（認定第１号）

２月１０日 復興庁開庁、宮城復興局（支所含む）開局

２月１７日 宮城県内１４市町が復興整備協議会を設置

２月１３日 地域復興マッチング「結の場」を気仙沼市で開催

２月２６日 平成２４年度補正予算成立（復興経費3,177億円）

３月 ８日 復興交付金の交付可能額通知（第５回）
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２－１ 復興庁の体制
（ ※職員数は平成２５年４月１日時点 ）

復 興 庁 ※職員約 名復 興 庁 ※職員約４１０名

東京本庁 ※職員約２１０名 宮城復興局の変遷

平成２３年６月２７日

岩手復興局
（盛岡市）

宮古支所

釜石支所
青森事務所（八戸）

平成２３年６月２７日

• 東日本大震災復興対策本部宮
城現地対策本部事務局が開設

• 体制：５名で発足

平成２４年２月１０日
※職員約５０名

宮城復興局 気仙沼支所

宮古支所
岩手復興局（盛岡）

釜石支所

気仙沼支所

平成２４年２月１０日

• 復興庁宮城復興局（石巻及び気
仙沼に支所）が開設

• 体制：３０名（宮城局２４名、石巻
３名、気仙沼３名）

（仙台市）
※職員７６名 石巻支所

石巻支所

宮城復興局（仙台）

福島復興局（福島）

南相馬支所

平成２４年４月１日

• 宮城復興局に企業連携推進室を
設置

• 体制：４４名（宮城局３６名、石巻
３名、気仙沼５名；うち民間は９

福島復興局
（福島市）

※職員約７０名弱

南相馬支所

いわき支所
茨城事務所（水戸）

いわき支所
名、気仙沼 名；う 民間

名）

平成２５年４月１日現在

• 海外青年協力隊帰国隊員・公務
員OB等、民間実務経験者を活用

体制拡充
復興局

支所

事務所 茨城事務所

青森事務所
本庁（東京）

して体制拡充

• 体制：７６名（宮城局４９名、石巻
７名、気仙沼５名、市町派遣１５
名；うち２４名が青年海外協力隊
帰国隊員・公務員OB等・民間実
務経験者）復興推進会議（閣僚級会合）

復興推進委員会（有識者会合） 委員長：伊藤元重

務経験者）
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復興特別区域としての計画作成が 東日本大震災により一定の被害が生じた区域である

３－１ 東日本大震災復興特別区域法の枠組み

復興
できる地方公共団体の区域

東 震 定 あ
財特法の特定被災区域等（２２７市町村の区域）

復興特別区域基本方針

【主な内容】
・ 復興特別区域における復興の円滑かつ迅速な推進の意義に関する事項
復興特別区域における復興の円滑か 迅速な推進のために政府が着実に実施復興特別区域基本方針

（閣議決定）
・ 復興特別区域における復興の円滑かつ迅速な推進のために政府が着実に実施
すべき地方公共団体に対する支援その他の施策に関する基本的な方針

・ 復興推進計画の認定に関する基本的な事項
・ 復興特別区域における特別措置 等

国と地方の協議会

・地域からの新たな

③復興交付金事業計画の
作成

市町村が単独又は県と共同

②復興整備計画の作成

市町村が単独又は県と共同
して作成

①復興推進計画の作成

県、市町村が単独又は共同
して作成地域からの新たな

特例の提案等につ
いて協議
・県ごとに設置（地域別
等の分科会設置も可能）

市町村が単独又は県と共同
して作成
交付金事業（著しい被害を受
けた地域の復興のための事業
）に関する計画

して作成
土地利用の再編に係る特例
許可・手続の特例等を受け
るための計画

して作成
民間事業者等の提案が可能
個別の規制、手続の特例や
税制上の特例等を受けるため
の計画

内閣総理大臣に提出内閣総理大臣の認定

・現地で開催
・復興庁が被災地の
立場に立って運営

）に関する計画

計画の公表

・必要に応じ、公聴会、公告、縦覧
・復興整備協議会で協議・同意

の計画

特例の追加 充実

復興地域づくりを支援する
新たな交付金（復興交付金）

・４０のハード補助事業を一括化

・住宅、産業、まちづくり、医療・
福祉等の各分野にわたる規

制

計画の公表

土地利用再編のための
特例

事業 必 な許 特例特例の追加・充実 ・４０のハード補助事業を一括化
・使途の緩やかな資金を確保
・地方負担を全て手当て
・執行の弾力化・手続の簡素化

制、
手続の特例

・雇用の創出等を強力に支援
する税制上の特例措置

・利子補給

・事業に必要な許可の特例
・手続のワンストップ処理
・新しいタイプの事業制度の
活用 ‐29‐

３－２ 復興推進計画の概要

○ 地方公共団体が作成する復興特区に係る計画（復興推進計画）に基づき 規制 手続の特例 税○ 地方公共団体が作成する復興特区に係る計画（復興推進計画）に基づき、規制・手続の特例、 税・
財政・金融上の特例を活用。

○ 地域の提案に基づき「国と地方の協議会」の協議等を経て、新たな特例等を追加・拡充。

特例措置

規制・手続等の特例

対象区域

青森
県

北海道

・公営住宅の入居基準の緩和
・農林水産物加工・販売施設、バイオマスエネル
ギー施設等の整備の開発許可特例 等

復興特別区域としての計画策定
ができる地方公共団体の区域

東日本大震災により一定の被害が
生じた区域である財特法の
特定被災区域等（※２２７市町村の区域）

＝
税制上の特例

・特別償却・税額控除
・被災雇用者に対する給与等支給額の１０％の税額
控除

青森
県

青森県

青森岩手県

対象区域

※平成24年2月22日現在

北海道：広尾町 浜中町 鹿部町、八雲町

青森県：八戸市 三沢市 おいらせ町 階上町

岩手県 県内全市町村

（※具体的には政令で規定）

控除
・新規立地新設企業を５年間無税 等

金融上の特例

青森
県

青森宮城県

岩手県：県内全市町村

宮城県：県内全市町村

福島県：県内全市町村

茨城県：水戸市 日立市 土浦市 古河市 石岡市

結城市 龍ケ崎市 下妻市 常総市 常陸太田市
高萩市 北茨城市 笠間市 取手市 牛久市 つく
ば市 ひたちなか市 鹿嶋市 潮来市 常陸大宮市
那珂市 筑西市 坂東市 稲敷市 かすみがうら市
桜川市 神栖市 行方市 鉾田市 つくばみらい市

・利子補給金

国と地方の協議会を通じて特例措置を追加・充実

青森
県

青森
県

福島県

青森
県

栃木県

青森
県

新潟県

群

小美玉市 茨城町 大洗町 城里町 東海村 大子
町 美浦村 阿見町 河内町 利根町

千葉県：千葉市 銚子市 市川市 船橋市 松戸市

成田市 佐倉市 東金市 旭市 習志野市 八千代
市 我孫子市 浦安市 印西市 富里市 匝瑳市
香取市 山武市 酒々井町 栄町 神崎町 多古町

東庄町 大網白里町 九十九里町 横芝光町 白
子町 野田市 柏市

栃木県：宇都宮市 足利市 佐野市 小山市 真岡国 地方 協議会を通 て特例措置を追加 充実
青森
県

茨城県

青森
県

千葉県

青森
県

埼玉県

県

青森
県

長野県 青森
県

群馬県
栃木県：宇都宮市 足利市 佐野市 小山市 真岡
市 大田原市 矢板市 那須塩原市 さくら市 那須
烏山市 益子町 茂木町 市貝町 芳賀町 高根沢
町 那須町 那珂川町

埼玉県：久喜市

新潟県：十日町市 上越市 津南町

長野県：栄村 野沢温泉村
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３－３ 復興推進計画の申請・認定の状況①

これまで 宮城県及び市町村からの２４件の申請を受け付け すべて認定済みこれまで、宮城県及び市町村からの２４件の申請を受け付け、すべて認定済み。

認定日 申請主体 計画の概要 計画の効果

24 02 09 ・産業集積関係の税制上の特例（国税 ものづくり産業（自動車関連産業 高度電子機械産業等）
1

24．02．09
（05．25変更）
（12．14変更）

宮城県と
３４市町村

・産業集積関係の税制上の特例（国税、
地方税）

・工場立地法に基づく緑地等規制の特例

ものづくり産業（自動車関連産業、高度電子機械産業等）
について、企業の新規立地・投資及び被災者の雇用が
促進される

2 24 03 02 仙台市
・産業集積関係の税制上の特例（国税、 農業及び農業関連産業について、企業の新規立地・投

2 24．03．02 仙台市
地方税） 資及び被災者の雇用が促進される

3 24．03．23 塩竈市
・産業集積関係の税制上の特例（国税、
地方税）

・金融上の特例（利子補給金の支給）

観光関連産業について、企業の新規立地・投資及び被
災者の雇用が促進されるとともに、観光関連産業及び水
産加工業の中核施設整備が促進される

4 24．03．23 石巻市

・産業集積関係の税制上の特例（国税、
地方税）

・指定会社に対する出資に係る税制上の
特例（国税）

商業、福祉・介護業等について、企業の新規立地・投資
及び被災者の雇用が促進される

まちづくり会社の財務基盤が強化され、同社のまちづくり
支援活動が活性化される特例（国税） 支援活動が活性化される

5 24．03．23 石巻市
・農地法の特例（農地転用許可基準の緩
和）

乾燥調製貯蔵施設の迅速な整備が実現される

・医療機関に対する医療従事者の配置
医師等が少ない現状でも必要な医療・福祉サービスの提

6 24．04．10 宮城県

・医療機関に対する医療従事者の配置
基準の特例

・医療機器製造販売業等の許可基準の
緩和 等

供が可能となり、訪問リハビリ事業所や薬局の整備が促
進される

事業者に設置が義務付けられている責任者の確保が容
易になり、医療機器製造販売業の立地が促進される

7 24．06．12
宮城県と
１７市町村

・産業集積関係の税制上の特例（国税、
地方税）

情報サービス産業（ソフトウェア業、コールセンター、デー
タセンター等）について、企業の新規立地・投資及び被災
者の雇用が促進される
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３－３ 復興推進計画の申請・認定の状況②

認定日 申請主体 計画の概要 計画の効果認定日 申請主体 計画の概要 計画の効果

8
24．07．27
（09．28変更）

石巻市
・産業集積関係の税制上の特例（国税、
地方税）

商業及び観光関連産業等について、企業の新規立地・投資
及び被災者の雇用が促進される

用途規制の緩和に係る特例（建築基準法
町内中心部の高台地区（第一種中高層住居専用地域）にお

9 24．09．28 七ヶ浜町
・用途規制の緩和に係る特例（建築基準法
の特例）

町内中心部の高台地区（第 種中高層住居専用地域）にお
いて、第二種中高層住居専用地域と同様の一定規模の事務
所の建築が可能となる

10 24．09．28
宮城県と
１１市町

・産業集積関係の税制上の特例（国税、地
方税）

農業及び農業関連産業について、企業の新規立地・投資及
び被災者の雇用が促進される市町 方税） び被災者の雇用が促進される

11 24．11．06 女川町
・用途規制の緩和に係る特例（建築基準法
の特例）

海岸近くの一部区域において、漁業関連施設や水産加工施
設等の建設を可能とする

・産業集積関係の税制上の特例（国税 地 商業及び飲食業等について 企業の新規立地・投資及び被12 24．12．14 多賀城市
産業集積関係の税制上の特例（国税、地
方税）

商業及び飲食業等について、企業の新規立地 投資及び被
災者の雇用が促進される

13 24．12．14 東松島市
・産業集積関係の税制上の特例（国税、地
方税）

商業及びツーリズム関連産業等について、企業の新規立地・
投資及び被災者の雇用が促進される

14 25．02．01 石巻市 ・金融上の特例（利子補給金の支給） 電子部品等の研究開発・生産拠点の整備が促進される

15 25．02．22 仙台市 ・金融上の特例（利子補給金の支給） 物流センターの新設が促進される

16 25．02．22 白石市 ・金融上の特例（利子補給金の支給） コンピューター制御付き物流センターの新設が促進される

17 25．02．22 大和町 ・金融上の特例（利子補給金の支給） 物流センターの新設が促進される25．02．22 大和町 金融 の特例（利子補給金の支給） 物流センタ の新設が促進される

18 25．03．26 岩沼市
・産業集積関係の税制上の特例（国税、地
方税）

小売業、医療・福祉産業等について、企業の新規立地・投資
及び被災者の雇用が促進される
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３－３ 復興推進計画の申請・認定の状況③

認定日 申請主体 計画の概要 計画の効果認定日 申請主体 計画の概要 計画の効果

19 25．03．26 石巻市
・居住の安定の確保に関する税制上の特例（国
税）

復興居住区域において、被災者向けの優良賃貸住宅の供給
を促進される

確定拠出年金に係る中途脱退要件の緩和 脱退 時金を地域振興事業に要する資金の 部に活用する20 25．03．26 宮城県
・確定拠出年金に係る中途脱退要件の緩和
（確定拠出年金法の特例）

脱退一時金を地域振興事業に要する資金の一部に活用する
ことを通じ、地域の活性化を促進する

21 25．04．12
宮城県と
１０市町

・応急仮設建築物の存続期間の延長に係る特
例（建築基準法の特例）

仮設校舎、事務所、商店等の存続期間を延長し、生活に必要
なサービス等の安定的な供給を行う

22 25．04．12 仙台市
・産業集積関係の税制上の特例（国税、地方
税）

水族館、飲食店、小売業等について、企業の新規立地・投資
及び被災者の雇用が促進される

当該地区における漁業生産の増大 地元漁民の生業の維持23 25．04．23 宮城県 ・漁業法の特例（特定区画漁業権免許事業）
当該地区における漁業生産の増大、地元漁民の生業の維持
及び雇用機会の創出が促進される

24 25．04．26 石巻市
・応急仮設建築物の存続期間の延長に係る特
例（建築基準法の特例）

公益的施設、仮設店舗、仮設工場等の存続期間を延長し、生
活に必要なサービス等の安定的な供給を行う

※宮城県内の課税の特例に係る指定の状況（平成２５年３月末現在）
指定件数４３８件 指定事業者等の数３５８指定件数４３８件 指定事業者等の数３５８
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事業実施に必要な許可手続のワンストップ化

３－４ 復興整備計画の概要

事業実施のためには複数の許可が必要（開
発許可、農地転用の許可等）

事業に必要となる複数の許可手続をワンス
トップで処理

特例措置現状と課題

発許可、農地転用の許可等） トップで処理

都市計画法の開発許可が必要

都市計画法の開発許可・農地転 市街化区域（都市計画法に基づき指定）

イメージ図

都市計画法の開発許可・農地転
用許可・農用地区域の開発許可
が必要 市街化調整区域（都市計画法に基づき指定）

農用地区域（農業地域振興法に基づき指定）

市街化区域（都市計画法に基づき指定）

事業実施区域

協議会での協議・同意
復興整備協議会

事業に必要な許可手続

• 都市計画法の開発許可

ワンストップ処理

協議会での協議等を経た場合に

事業

被災市町村

国、学識経験者等 被災県

都市計画法の開発許可
• 農地法の農地転用の許可
• 農用地区域における開発許可
• 保安林の開発許可
• 自然公園法の開発許可 等

協議会での協議等を経た場合に
は、事業に必要となる許可が
あったものとして扱う

国、学識経験者等
（必要に応じて参加）

被災県
自然公園法の開発許可 等

許可手続のほか、下記の手続についても、それぞれ、ワンストップで処理可能とする
●都市計画、農用地利用計画等の決定・変更手続

（都市計画区域 都市計画 農業振興地域 農用地利用計画 保安林 漁港区域等）（都市計画区域、都市計画、農業振興地域、農用地利用計画、保安林、漁港区域等）
●事業計画の作成手続

（土地改良事業計画、集団移転促進事業計画、住宅地区改良事業の事業計画、特定漁港漁場整備事
業計画） ‐34‐



３－５ 復興整備計画の作成状況

○ 平成２４年２月１７日 １４市町が各々県と共同で復興整備協議会を設置○ 平成２４年２月１７日、１４市町が各々県と共同で復興整備協議会を設置。

○ このうち、１３市町の計２７５件の事業が、協議・同意され公表済み（5月12日現在）。

【気仙沼市】(協議会：6回開催)
○復興整備事業

市街地開発事業(2件)

【七ヶ浜町】】(協議会：5回開催)
○復興整備事業

集団移転促進事業( 件)・市街地開発事業(2件)
・集団移転促進事業(46件)
・津波復興拠点整備事業(1件)
・都市計画道路整備事業(6件)
・災害公営住宅整備事業(11件)

【南三陸町】(協議会：9回開催)
○復興整備事業

【仙台市】(協議会：3回開催)
○復興整備事業
・集団移転促進事業(13件)

・集団移転促進事業(5件)
・災害公営住宅整備事業(5件)
・地区避難所整備事業(2件)

○復興整備事業
・市街地開発事業(1件)
・集団移転促進事業(27件)
・津波復興拠点整備事業(2件)
・都市計画道路事業(3件)
・災害公営住宅整備事業(5件)

【石巻市】(協議会 11回開催)

・集団移転促進事業(13件)

【名取市】(協議会：3回開催)
○復興整備事業
・市街地開発事業(1件)
・集団移転促進事業(1件)
・都市計画道路整備事業(2件)【石巻市】(協議会：11回開催)

○復興整備事業
・市街地開発事業(10件)
・都市計画道路事業(4件)
・都市公園事業(2件)
・集団移転促進事業(48件)
・石巻泊浜太陽光発電事業(1件)

・都市計画道路整備事業(2件)
・災害公営住宅整備事業(1件)

【岩沼市】(協議会：5回開催)
○復興整備事業
・集団移転促進事業(2件)
・災害公営住宅整備事業(1件)

仙台市

・災害公営住宅整備事業(1件)
・太陽光発電事業(1件)
・乾燥貯蔵施設等整備事業(3件)

【女川町】】(協議会：5回開催)
○復興整備事業
・市街地開発事業(1件)
・集団移転促進事業(22件)

【東松島市】】(協議会：5回開催)

【亘理町】(協議会：6回開催)
○復興整備事業
・集団移転促進事業(5件)

○復興整備事業
・市街地開発事業(2件)
・集団移転促進事業(7件)
・災害公営住宅整備事業(6件)

【利府町】】(協議会：2回開催)
○復興整備事業

【山元町】(協議会：3回開催)
○復興整備事業

集団移転促進事業(3件)

集団移転促進事業(5件)
・常磐線被災鉄道移設事業(1件)
・災害公営住宅整備事業(9件)
・いちご選果場整備事業(1件)
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【塩竈市】(協議会：1回開催)
○復興整備事業
・集団移転促進事業(2件)
・災害公営住宅整備事業(2件)

○復興整備事業
・災害公営住宅整備事業(1件)

・集団移転促進事業(3件)
・津波復興拠点整備事業(2件)
・常磐線被災鉄道移設事業(1件)
・災害公営住宅整備事業(4件)

注：協議会の開催回は、協議会を開催せずに、
書面による協議を行ったものも含む。

３－６ 復興交付金の概要

東 数 住宅 施 他 施 滅 損 等 著 被害を○ 東日本大震災により、相当数の住宅、公共施設その他の施設の滅失又は損失等の著しい被害を受
けた地域の円滑かつ迅速な復興のために実施する事業に対し、「東日本大震災復興交付金」を交付。

・被災自治体の復興地域づくりに必要なハード事業を幅
広く 括化（ 省 事業 右表参照）

基幹事業
文部科学省
1 公立学校施設整備費国庫負担事業（公立小中学校等の新増築・統合）
2 学校施設環境改善事業(公立学校の耐震化等)
3 幼稚園等の複合化・多機能化推進事業
4 埋蔵文化財発掘調査事業
厚生労働省
5 医療施設耐震化事業

広く一括化（５省40事業→右表参照）。

・基幹事業に関連して自主的かつ主体的に実施する事業
使途 自由度 高 資金により ド ト事業

効果促進事業等（関連事業）

5 医療施設耐震化事業
6 介護基盤復興まちづくり整備事業(「定期巡回・随時対応サービス」や「訪問看護ステーション」の整備等)
7 保育所等の複合化・多機能化推進事業
農林水産省
8 農山漁村地域復興基盤総合整備事業（集落排水等の集落基盤、農地等の生産基盤整備等）
9 農山漁村活性化プロジェクト支援(復興対策)事業（被災した生産施設、生活環境施設、地域間交流拠点整備等）
10 震災対策・戦略作物生産基盤整備事業（麦・大豆等の生産に必要となる水利施設整備等）
11 被災地域農業復興総合支援事業（農業用施設整備等）
12 漁業集落防災機能強化事業（漁業集落地盤嵩上げ 生活基盤整備等）・使途の自由度の高い資金により、ハード・ソフト事業

ニーズに対応
（補助率80％、基幹事業費の35％を上限）

地方負担の軽減

12 漁業集落防災機能強化事業（漁業集落地盤嵩上げ、生活基盤整備等）
13 漁港施設機能強化事業（漁港施設用地嵩上げ、排水対策等）
14 水産業共同利用施設復興整備事業（水産業共同利用施設、漁港施設、放流用種苗生産施設整備等）
15 農林水産関係試験研究機関緊急整備事業
16 木質バイオマス施設等緊急整備事業
国土交通省
17 道路事業（市街地相互の接続道路）
18 道路事業（高台移転等に伴う道路整備（区画整理））

道路事 道路 策等

・①及び②により地方の負担は全て国が手当て
① 基幹事業に係る地方負担分の50％を追加的に国庫補助

② 地方負担分は地方交付税の加算により全て手当て

地方負担の軽減 19 道路事業（道路の防災・震災対策等）
20 災害公営住宅整備事業(災害公営住宅整備事業、災害公営住宅用地取得造成費等補助事業等)
21 災害公営住宅家賃低廉化事業
22 東日本大震災特別家賃低減事業
23 公営住宅等ストック総合改善事業（耐震改修、エレベーター改修）
24 住宅地区改良事業（不良住宅除去、改良住宅の建設等）
25 小規模住宅地区改良事業（不良住宅除去、小規模改良住宅の建設等）
26 住宅市街地総合整備事業（住宅市街地の再生・整備)

・市町村の復興交付金事業計画全体（関連する県事業を含む）を
パッケージで復興局、支所等に提出

・事業間流用や基金の設置、交付・繰越・変更等に係る諸手続の

執行の弾力化・手続の簡素化
27 優良建築物等整備事業（市街地住宅の供給、任意の再開発等）
28 住宅・建築物安全ストック形成事業（住宅・建築物耐震改修事業）
29 住宅・建築物安全ストック形成事業（がけ地近接等危険住宅移転事業）
30 造成宅地滑動崩落緊急対策事業
31 津波復興拠点整備事業
32 市街地再開発事業
33 都市再生区画整理事業（被災市街地復興土地区画整理事業等）
34 都市再生区画整理事業（市街地液状化対策事業）事業間流用や基金の設置、交付 繰越 変更等に係る諸手続の

簡素化
34 都市再生区画整理事業（市街地液状化対策事業）
35 都市防災推進事業（市街地液状化対策事業）
36 都市防災総合推進事業（津波シミュレーション等の計画策定等）
37 下水道事業
38 都市公園事業
39 防災集団移転促進事業
環境省
40 低炭素社会対応型浄化槽集中導入事業 ‐36‐



３－７ 復興交付金の状況

○ 平成23年度補正予算及び平成24年度予算において 事業費 2兆2 891憶円（国費 1兆8 480憶○ 平成23年度補正予算及び平成24年度予算において、事業費 2兆2,891憶円（国費 1兆8,480憶
円）を予算計上。（※うち平成24年度当初予算：事業費 3,584億円（国費 2,868億円））

○ 平成25年度予算（案）においても事業費 7,397億円（国費 5,918億円）を計上。
○ 第５回までの事業計画の申請について、全体で事業費 1兆9,369憶円（国費 1兆5,703憶円）の交

事 費 憶 費 憶

復興交付金事業 （単位：億円） 注：係数は精査の結果、今後変動があり得る。 また、端数処理により合計と一致しない場合がある。

付可能額を通知。うち、宮城県については、事業費 1兆878憶円（国費 8,826憶円）の交付可能
額を通知。
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４－２ 仮設住宅、災害公営住宅の状況

○ 応急仮設住宅は約２万２千戸を整備し、民間賃貸借住宅等と合わせた約４万１千戸に約１０万２○ 応急仮設住宅は約２万２千戸を整備し、民間賃貸借住宅等と合わせた約４万１千戸に約１０万２
千人が生活。厚労省は、応急仮設住宅（民賃含）の入居期間延長を１年単位で行う方針。

○ 現在、各地で災害公営住宅、防災集団移転促進事業、区画整理事業等を活用した新たなまち
づくりの計画が進められている。

○ 事業 層 加速化を図るべく 事業手法や事業区域 柔軟な見直し 事業 段階的実施○ 事業の一層の加速化を図るべく、事業手法や事業区域の柔軟な見直し、事業の段階的実施、
個別事業の契約・発注方法の工夫などのスピードアップの工夫を実施。

（平成２５年４月３０日現在）
○応急仮設住宅等の状況

所在市町村 団地数 建設戸数 入居戸数 入居率 入居者数

応急仮設住宅 １５市町 ４０６団地 ２２,０９５戸 ２０,４９８戸 約９２．８％ ４８，４５３人

民間賃貸借住宅 ３４市町村 ― ― １９,８１４戸 ― ５１，７００人

公営住宅等 １６市町村 ― ― ８５８戸 ― １，９９５人

（いずれも平成25年3月末現在）
＜災害公営住宅＞

○宮城県におけるまちづくり事業の進捗状況（例）

事業着手 6,799戸（45.3%）工事着手 1,453戸（9.7%）

※事業着手（市町が県やURと協定締結、もしくは市町が設計着手）

総計画数 15,000戸（100%）

＜災害公営住宅＞

＜防災集団移転促進事業＞

大臣同意187地区（97.9%）工事着手 ３9地区（20.4%）

総計画数 191地区（100%）

＜防災集団移転促進事業＞

＜土地区画整理事業＞

宮城県調べ ‐38‐

都市計画決定 19地区（55.8%）工事着手 5地区（14.7%）

総計画数 34地区（100%）事業認可 8地区（23.5%）

＜土地区画整理事業＞



４－３ 主なインフラの復旧状況（道路、河川、海岸）

（１）道路（１）道路
・震災１ヶ月後(平成23年4月10日)に東北管内で応急復旧が終了。国
道４号、６号、４５号等の全箇所の通行を確保。

・現在、国道の国直轄区間の交通規制は全て解消。県管理分の道路現在、国道 国直轄 間 交通規制 解消。県管 分 道路
施設も137箇所中135箇所（99％）が全面通行止め解除済。

・また、三陸自動車道の未着手区間について、「復興道路」として新規
事業化。現在、建設が進行中。

（２）河川（北上川、旧北上川、鳴瀬川、名取川、阿武隈川）

※参考：平成24年7月17日から三陸沿岸道路で発生する土砂１８，５００㎥を渡波漁港、

石巻、漁港の嵩上げに活用。 復興道路（三陸沿岸道路）

（２）河川（北上川、旧北上川、鳴瀬川、名取川、阿武隈川）

・平成24年出水期（6月末）までに被災前と同程度の安全水準を確保
済み。（北上川の2地区を除く）

・河口部の堤防整備については 海岸堤防及び地域の復興計画と整・河口部の堤防整備については、海岸堤防及び地域の復興計画と整
合を図りながら、概ねH27年度までの完了を目標。 河川の緊急復旧

（石巻市、北上川）

東北地方整備局調べ（３）海岸（３）海岸

・平成23年8月末までに緊急復旧を完了。

・本復旧について、概ね平成27年度までの完了を目標。

・地域の復旧・復興に不可欠な仙台空港 下水処理場等重要施設前面の
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・地域の復旧・復興に不可欠な仙台空港、下水処理場等重要施設前面の
堤防（約5km）について、H25年3月に完成。

※参考：海岸堤防復旧に仙台市・名取市の震災がれき(約25万㎥)を本格活用。

海岸の緊急復旧（岩沼市）

４－３ 主なインフラの復旧状況（港湾、空港）

（ ）港湾（１）港湾
・仙台塩釜港の被災埠頭55岸壁のうち、54岸壁（98%）が利用可
能。

震災直後

・仙台塩釜港の国際定期コンテナ航路は週４便、コンテナ貨物
取扱量は震災前比で約84%（46,598TEU）まで回復。（平成24年10

～12月の期間、平成22年比較）
応急復旧後

（２）空港

コンテナ貨物取扱量 約８４％

（２）空港
・国内定期便は平成23年7月25日、国際定期便は平成23年9月25
日より再開。

・平成25年4月18日現在、国内線が8路線53往復/日、国際線が4月 、 線 路線 復 、 際線
路線13往復/週で運航。（平成23年3月は国内線8路線39往復/日、国際線6路

線20往復/週）

・利用者数は国際線が震災前年比で約66％（43,135人）、国内線が
約109%（602 791人）まで回復 （平成24年11月 平成25年1月の期間 平成約109%（602,791人）まで回復。（平成24年11月～平成25年1月の期間、平成

22年比較）
仙台空港復
旧に向けた
排水

（H23.3.13撮影）
国際線利用者数

国内線利用者数

約６２％

約１０８％

・現在、国際線エプロン及びアクセス鉄道擁壁部の本復旧工事を
実施中。

東北地方整備局調べ ‐40‐

国内線利用者数 約１０８％



４－３ 主なインフラの復旧状況（鉄道）

○ 甚大な被害を受けた沿岸部の鉄道の復旧にあたっては、安全なルートを前提に、復○ 甚大な被害を受けた沿岸部の鉄道の復旧にあたっては、安全なル トを前提に、復
興まちづくりと整合を図りながら、ルート変更や駅の移設等を検討するため、ＪＲ東日
本、関係自治体、国（復興局、東北地方整備局、東北運輸局）等からなる「復興調整
会議」を設置し、協議を続けている。

①ＪＲ気仙沼線（気仙沼～柳津間、55.3km）
• 「ＪＲ気仙沼線復興調整会議」において復興方針を検討

• ＢＲＴ（バス高速輸送システム）による仮復旧について関係

沿岸部の鉄道の復旧に向けた取組

気
仙 • ＢＲＴ（バス高速輸送システム）による仮復旧について関係

者で合意（平成24年8月20日より暫定運行、12月22日より
本格運行を開始）

②ＪＲ石巻線（浦 ～女川間 2 5km）

仙
沼

②ＪＲ石巻線（浦宿～女川間、2.5km）
• 渡波～浦宿間が平成25年3月16日に運行再開

• 女川駅については、女川町のまちづくりを踏まえて移設等を
検討中（ＪＲ仙石線・石巻線復興調整会議）

女
川渡

波

柳
津

石
巻

③ＪＲ仙石線（高城町～陸前小野間、11.7km）
• 東名・野蒜駅周辺を高台に移設のうえ、平成27年度の全線

運行再開を目指す（ＪＲ仙石線・石巻線復興調整会議）
• 来年度の早期に復旧工事に着手予定

浦
宿

波

陸
前
小
野

高
城
町仙台

来年度 期 復 事 着手予定

④ＪＲ常磐線（浜吉田～相馬間、22.6km）
• 亘理～浜吉田間は平成25年3月16日に運行再開。

亘理

浜吉田

• 浜吉田～駒ヶ嶺間を内陸へ移設、用地取得等が順調に進
めば概ね平成29年春頃に運航再開、関係者は早期運航
再開に協力（ＪＲ常磐線復興調整会議）

• 現在、環境影響評価、都市計画に係る手続き中

相馬
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４－４ 災害廃棄物等の処理状況

○ 災害 物（がれき）について 仮設焼却 29基全てが設置済 稼働中○ 災害廃棄物（がれき）について、仮設焼却炉29基全てが設置済・稼働中。
○ 津波堆積物については、処理割合が低いものの、今後、新たな再生利用先の拡大を図るなど、再生
資材化の加速化を図る。

○ 中間目標（平成24年度末）として、災害廃棄物については59％、津波堆積物については40％の処理

（平成25年2月末現在 単位：万ｔ）○宮城県における災害廃棄物等の処理状況

を設定。いずれも平成25年度末までに処理を完了する予定。

処理
状況

災害廃
棄物等
推計量

災害廃棄物 津波堆積物

推計量

処理

推計量

処理

処理量 割合
中間
目標

処理量 割合
中間
目標

（参考）災害廃棄物の処理目標と実績

目標 目標

宮城県 1,830 1,103 621 56% 59% 728 210 29% 40%

岩手県 525 366 159 44% 58% 159 16 10% 50%

福島県 315 161 56 35% 153 3 2%福島県 315 161 56 35% ‐ 153 3 2% ‐

被災三
県合計

2,670 1,630 836 51% ‐ 1,040 229 22% ‐

（処理進捗による仮置場解消事例（亘理町））
（津波堆積物の処理について）

• 津波堆積物ラインを平成23年7月以降設置、処理を開始。
• 気仙沼処理区に施設を追加設置する等により、平成25年度

末までに処理を完了する予定末までに処理を完了する予定。

• 今後、追加処理施設の着実な設置・稼働を実施するととも
に、公共事業における再生資材の利用拡大を図る。

‐42‐
（平成23年９月８日） （平成25年３月18日）



４－５ 農地等の復旧・復興の状況

○ 基幹的農業施設は主要な排水機場の応急復旧を概ね完了 本格的な施設の復旧は 各地域○ 基幹的農業施設は主要な排水機場の応急復旧を概ね完了。本格的な施設の復旧は、各地域

での復興計画の策定を踏まえて順次着手し、概ね５年間で完了を目指す。

○ 農地の復旧は、被害の状況に応じ、用排水施設の機能確保も行いながら、ヘドロ除去、農地復

旧、除塩等を実施し、概ね３年以内の着実な復旧を目指す。

年度ごとの営農再開可能面積
（単位：ｈａ）

23 24 25 2623
年度

24
年度

25
年度

26
年度

その他
計営農再

開済
営農再
開済

営農再
開可能

営農再
開可能

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ

1,220 5,450 4,120 3,440 110※ 14,340

9% 38% 29% 24% 1% 100%

※ 農地に海水が浸入している石巻市及び東松島市の一部地域

注1 上記Ⅰ～Ⅴは以下のとおり復旧可能性の区分を示している。
Ⅰ 用排水施設の機能が確保され 平成23年度当初までに除塩を行いⅠ 用排水施設の機能が確保され、平成23年度当初までに除塩を行い、

すでに営農が可能となった農地
Ⅱ ヘドロ等が薄く又は部分的に堆積している農地
Ⅲ ヘドロ等が厚く又は広範囲に堆積し、畦畔等も損傷している農地
Ⅳ ヘドロ等が厚く広範囲に堆積し用排水路等の損傷も著しい農地や 地

盤沈下により一旦水没し耕土の損傷が著しい農地
堤防の 堤や地盤 下により海水が浸入している等の農地。復旧工Ⅴ 堤防の破堤や地盤沈下により海水が浸入している等の農地。復旧工
法等について技術面やコスト、地域における将来的な土地利用の意向
等の観点から別途検討が必要

注2 四捨五入の関係上、割合の合計は100％とならない。

東北農政局調べ ‐43‐

４－６ 水産業の復旧・復興の状況

（１）漁業・養殖業（１）漁業 養殖業
・宮城県の主要魚市場（塩竈、石巻、女川、南三陸、気仙沼）の平成24年1月～12月までの水揚金
額は437億円であり、被災前年（平成22年）の金額約602億円の約73％まで回復。

参考：宮城県漁港別テータ（平成24年12～平成25年2月の水揚げ量、トンベース) カツオの水揚げ(気仙沼漁港)

塩釜漁港：58％、石巻漁港：46％、気仙沼漁港：49％、女川漁港：45％

主要魚市場の水揚金額 約７３％

・ 施設について、ワ は約８割、 リは約６割、ギン ケは約７割、

（２）漁港の復旧・復興

養殖施設について、ワカメは約８割、ノリは約６割、ギンザケは約７割、
カキは４割まで復旧。

参考：震災前はワカメ約2万4千台、ノリ約5万1千台、ギンザケ約300台、カキ約1万2千台

水産庁、宮城県調べ

（２）漁港の復旧・復興
・県下142漁港全てが被災。うち、漁港利用上緊急対応が必要な104漁港全てで航路、泊地等のが
れき撤去や岸壁の嵩上げ等、応急復旧工事が完了。（※残り38漁港については現状で利用可）

・全体の68％にあたる96漁港において本格復旧工事を実施中。（平成25年2月末現在） 桟橋の嵩上げ(気仙沼漁港)全体の68％にあたる96漁港において本格復旧工事を実施中。（平成25年2月末現在）

・平成27年度までに142港全ての漁港を復旧する予定。

工事着手漁港数 約６８％
宮城県調べ

施工前

桟橋の嵩上げ(気仙沼漁港)

・各地の製氷・貯氷能力が回復したことで、受け入れ可能な水揚げ量も回復。

・漁港区域内の水産加工場用地等の地盤 下については、漁港建設用地と

（３）市場・流通加工の復旧
宮城県調

施工後

地盤沈下に
よる冠水
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漁港区域内の水産加 場用地等の地盤沈下に いては、漁港建設用地と
一体的な嵩上げ・排水対策を実施。

・設備復旧が進む一方で、震災で大幅に販路を失う等、企業の経営は依然と
して厳しい状況。販路の新規開拓等、新たな取組が求められれている。

桟橋の嵩上げ
(－6ｍ桟橋)



４－７ 中小企業等グループ補助金

○ 復興のリード役となり得る「地域経済の中核」を形成する中小企業等グループが復興事業計画○ 復興のリ ド となり得る 地域経済の中核」を形成する中小企業等グル が復興事業計画
を作成し、県の認定を受けた場合に、施設・設備の復旧・整備を支援。
（平成２３年度補正予算等１，５０３億円、平成２４年度１，３０１億円、平成２５年度２５０億円※）

※予算概算

これまでの 実 （１次～６次公 前半） ６次公 後半及び７次公 の は調整中

グループ数
補助総額
（億円）

うち国費
（億円）

補助金
交付者数

グループ
参加者数

これまでの採択実績（１次～６次公募前半） ６次公募後半及び７次公募の詳細は調整中

宮城県 １３３ ２，０４１ １，３６１ ２，９５５ ４，３９３

比率（％） 32.3 56.2 56.2 38.9 40.4

青森県 １０ ８６ ５７ ２０８ ２８７青森県 １０ ８６ ５７ ２０８ ２８７

岩手県 ６３ ６４６ ４３０ ８２２ １，１９２

福島県 １５２ ６５８ ４３９ ２，１３６ ３，４３０

茨城県茨城県 ５０ １７３ １１５ １，２９０ １，４４５

千葉県 ４ ２６ １７ １３０ １３１

合計 ４１２ ３，６３１ ２，４２０ ７，６０１ １０，８７８

（※６次公募後半及び７次公募の採択状況）
全体： ４５２グループに対し、補助総額３，８４６億円（うち、国費２，５６４億円）の支援を実施。
宮城県： １６０グループに対し、補助総額２，２０７億円（うち、国費１，４７１億円）の支援を実施。

グループの要件
①経済取引の広がりから、地域の基幹である産業・クラスター、②雇用・経済の規模の大きさから重要な企業群、
③わが国経済のサプライチェーン上、重要な企業群、④地域コミュニティに不可欠な商店街 等 ‐45‐

４－８ 雇用の状況

○ 宮城県の有効 人 率は１ ２９ 新規 人 率は２ ０１ と労働力の 給状況は改善す○ 宮城県の有効求人倍率は１．２９倍、新規求人倍率は２．０１倍と労働力の需給状況は改善す
るも、比較的高水準にある新規求人数に対して、新規求職申込件数は減少傾向。

○ また、沿岸部を中心に、建設業などについて雇用のミスマッチの解消が課題。

宮城県の 職業 介状況

（※平成25年2月現在）

• 宮城県全体では、労働力の需給の状況は改善。

有効求人数： 約５万７千人（５万５千人）

有効 職者数： 約４万３千人（５万７千人）

宮城県の一般職業紹介状況

有効求職者数： 約４万３千人（５万７千人）

新規求人数：約２万３千人（約２万３千人）

新規求職申込件数：約１万１千件（約１万２千件）

※ ッコ内は前年同月の数※カッコ内は前年同月の数値

• 有効求人倍率について、石巻管内※は平成２４
年８月、気仙沼管内※は平成２４年９月以来、１
倍超。

平成２５年２月内容宮城労働局調べ

福祉関連計

【例：気仙沼管内】

（単位：人（求職）・件（求人））

求人 求職（男） 求職（女）

職種別職業紹介状況
• 運搬・清掃等や事務的職業の求職が多いのに

対して、建設業やサービス業の求人が増えてお
り、ミスマッチが発生。

• 建設業など 未経験者の 職が 難なことが課

サービスの職業

食料品製造の職業

輸送・機械運転の職業

建設・採掘の職業

運搬・清掃等の職業 • 建設業など、未経験者の就職が困難なことが課
題となっている。

• 宮城労働局において、被災者向けの就職説明
会・面接会の開催 仮設住宅への 職ナビ ー

‐46‐0 500

専門的・技術的職業

事務的職業

販売の職業

サ ビスの職業

（平成２４年１２月時点） ※いずれもハローワーク（公共職業安定所）

会 面接会の開催、仮設住宅への就職ナビゲ
ターの巡回相談等のほか、新卒者向けに合同説
明会・面接会やセミナー等を実施。


